
第２８号議案

平成３１年度蒲郡市一般会計予算

平成３１年度蒲郡市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２９，５７２，０００千円と定

める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予

算」による。

（債務負担行為）

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を負

担することができる事項、期間及び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。

（地 方 債）

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起

債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表 地方債」によ

る。

（一時借入金）

第４条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高

額は、２，５００，０００千円と定める。

（歳出予算の流用）

第５条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費

の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１）各項に計上した給料、職員手当等及び共済費（賃金に係る共済費を除く。）に

係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の

間の流用

平成３１年２月２５日提出

蒲郡市長  稲 葉 正 吉
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単位：千円

第１表　　歳 入 歳 出 予 算

金　　　　　　額

歳　入

款 項

1 市税 １３，４５６，０００

1 市民税 ５，５２５，０００

2 固定資産税 ５，９７８，０００

3 軽自動車税 ２１６，０００

4 市たばこ税 ５７０，０００

5 入湯税 ８７，０００

6 都市計画税 １，０８０，０００

2 地方譲与税 ２４０，０９１

1 地方揮発油譲与税 ６０，０００

2 自動車重量譲与税 １４０，０００

3 森林環境譲与税 ４，０９１

4 特別とん譲与税 ３６，０００

3 利子割交付金 １３，０００

1 利子割交付金 １３，０００

4 配当割交付金 ６５，０００

1 配当割交付金 ６５，０００

5 株式等譲渡所得割交付金 ５４，０００

1 株式等譲渡所得割交付金 ５４，０００

6 地方消費税交付金 １，４５５，０００

1 地方消費税交付金 １，４５５，０００

7 ゴルフ場利用税交付金 １，８００

1 ゴルフ場利用税交付金 １，８００

8 自動車取得税交付金 ６３，０００
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単位：千円

3 委託金 １８８，００１

2 県補助金 ５９２，６４６

1 県負担金 １，０３９，３６９

3 委託金 １５，５０４

16 県支出金 １，８２０，０１６

2 国庫補助金 ７８５，６８５

1 国庫負担金 ２，６４９，８４３

15 国庫支出金 ３，４５１，０３２

2 手数料 １６８，４４３

1 使用料 ５０８，２３８

1 負担金 ３１，８１５

14 使用料及び手数料 ６７６，６８１

13 分担金及び負担金 ３１，８１５

1 交通安全対策特別交付金 １２，０００

1 地方交付税 １，５００，０００

12 交通安全対策特別交付金 １２，０００

11 地方交付税 １，５００，０００

2 子ども・子育て支援臨時交付金 １９９，８５９

1 地方特例交付金 ８４，０００

1 環境性能割交付金 ２４，０００

10 地方特例交付金 ２８３，８５９

9 環境性能割交付金 ２４，０００

金　　　　　　額款 項

1 自動車取得税交付金 ６３，０００
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単位：千円

金　　　　　　額款 項

17 財産収入 １２２，８１１

1 財産運用収入 １１８，７９１

2 財産売払収入 ４，０２０

18 寄附金 ４０５，２２２

1 寄附金 ４０５，２２２

19 繰入金 １，７３７，６０６

1 基金繰入金 １，７１５，６４６

2 財産区繰入金 ２１，９６０

20 繰越金 ２００，０００

1 繰越金 ２００，０００

21 諸収入 １，７５５，４６７

1 延滞金 １０，０００

2 市預金利子 ６８

3 貸付金元利収入 ３５０，０００

4 受託事業収入 ２６６，９６８

5 雑入 １，１２８，４３１

22 市債 ２，２０３，６００

1 市債 ２，２０３，６００

歳　　入　　合　　計 ２９，５７２，０００
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単位：千円

1 商工費 １，１１１，６０８

土木費 １，９５２，６０７7

商工費 １，１１１，６０８6

3 水産業費 １０，８３４

2 林業費 １６，１３１

1 農業費 ２８１，００５

2 清掃費 １，２４７，９５９

農林水産業費 ３０７，９７０5

1 保健衛生費 １，６４７，２４１

衛生費 ２，８９５，２００4

3 生活保護費 １，１８８，４６６

2 児童福祉費 ４，２５９，４７５

1 社会福祉費 ５，９６９，０２２

6 監査委員費 ３１，３３６

民生費 １１，４１６，９６３3

5 統計調査費 ６，５４６

4 選挙費 １４６，６３１

3 戸籍住民基本台帳費 １９１，７８７

2 徴税費 ３７８，５５８

1 総務管理費 ３，１３１，６１６

総務費 ３，８８６，４７４2

1

1 議会費 ２７１，５３３

金　　　　　　額

歳　出

款 項

議会費 ２７１，５３３
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単位：千円

8 消防施設災害復旧費 １５０

7 土木施設災害復旧費 ６００

6 商工施設災害復旧費 １５０

5 農林水産施設災害復旧費 ２００

4 衛生施設災害復旧費 １５０

3 民生施設災害復旧費 １５０

2 総務施設災害復旧費 １５０

1 災害対策費 ２，２００

災害復旧費 ４，２００10

5 保健体育費 １，５０４，３７３

4 社会教育費 ７８６，７２６

3 中学校費 ３２６，０７４

2 小学校費 ５１１，８０６

1 教育総務費 ５０５，４０３

1 消防費 １，４４９，３２０

教育費 ３，６３４，３８２9

消防費 １，４４９，３２０8

6 住宅費 ６４，９９２

5 都市計画費 ５１７，９９５

4 港湾費 ４５，５１３

3 河川費 ５０，９９０

2 道路橋りょう費 ９６６，７７８

金　　　　　　額款 項

1 土木管理費 ３０６，３３９
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単位：千円

単位：千円

限　度　額

30,000

13,216

6,200

20,000

5,000

金　　　　　　額款 項

9 教育施設災害復旧費 ４５０

公債費 ２，５９１，７４３11

1 公債費 ２，５９１，７４３

５０，０００

２９，５７２，０００歳　　出　　合　　計

予備費 ５０，０００12

道 路 補 修 事 業

ク ル ー ズ 船 誘 致 受 入 負 担 金

平成３２年度

1 予備費

平成３２年度

 第２表　 債 務 負 担 行 為

事　　　　　項 期　　　　間

地 区 利 用 型 施 設
基 本 計 画 策 定 事 業

平成３２年度

東 部 地 区 支 線 バ ス 運 行 事 業 平成３２年度～平成３３年度

土 地 改 良 施 設 維 持 補 修 事 業 平成３２年度
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 第３表　 地　方　債

単位：千円 

起　債　の　目　的 限　度　額 起債の方法 利　　　率 償還の方法

庁 舎 Ｌ Ｅ Ｄ
照 明 導 入 事 業

36,000

老 人 福 祉 セ ン タ ー
空 調 設 備 改 修 事 業

22,400

保 健 医 療 セ ン タ ー
空 調 設 備 改 修 事 業

105,000

道 路 補 修 事 業 84,900

道 路 新 設 改 良 事 業 277,700

橋 り ょ う 改 修 事 業 20,200

公 的 サ イ ン 整 備 事 業 4,000

公 園 整 備 事 業 58,300

市 営 住 宅 補 修 事 業 17,000

消 防 ・ 防 災 施 設
整 備 事 業

74,300

２ ８ ０ Ｍ Ｈ ｚ デ ジ タ ル
同報無線システム整備事業

140,600

小学校トイレ改修事業 68,500

中学校トイレ改修事業 38,500

竹 島 小 学 校
施 設 整 備 事 業

82,100

体 育 施 設 整 備 事 業 10,300

公 園 グ ラ ウ ン ド
野 球 場 改 修 事 業

93,200

市 民 体 育 館
耐 震 ・ 長 寿 命 化 事 業

70,600

臨 時 財 政 対 策 債 1,000,000

計 2,203,600

　　 3.0％以内

（ただし、利率見直
し方式で借り入れる
資金について、利率
の見直しを行った後
においては、当該見
直し後の利率）

証書借入又

は証券発行

借入先の融資条件に
よる。ただし、市財
政の都合により繰上
償還することができ
る。
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